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１．特 別 会 計

（単位：百万円、％）

平 成 22 年 度 平 成 21 年 度

Ａ Ｂ

243 26 934.6
公益的機能を有する森林を保全するための事業及び森林を育成するた

めの造林事業に関する収支を経理する会計
・県有環境林取得費 100百万円

4,385 3,213 136.5

荷役機械、上屋及び倉庫の建設及び運営に関する収支を経理する会計
・ふ頭用地整備費 100百万円
・港湾施設管理費 559百万円
・臨海土地造成費 1,227百万円

5,863 6,328 92.7
道路事業、河川事業その他の公共事業の用に供する土地の先行取得事

業に関する収支を経理する会計

31,846 32,434 98.2

公営住宅等の整備及び管理事業に関する収支を経理する会計
・県営住宅整備費 3,753百万円
・県営住宅維持管理費 7,704百万円
・県営住宅団地環境改善事業費 1,334百万円

5,101 4,772 106.9

法人県民税超過課税を財源とし、勤労者の総合福祉施設を整備する事
業に関する収支を経理する会計

・県民交流広場事業 2,196百万円
・里山ふれあい森づくり事業 622百万円

34,740 35,268 98.5

流域下水道の整備及び管理に関する収支を経理する会計
・流域下水汚泥処理事業費 7,485百万円
・流域下水道維持管理費 5,400百万円
・公共事業流域下水道事業費 4,995百万円

256 258 99.2
集中管理を行っている庁用自動車の維持運営に関する収支を経理する

会計

649,433 714,515 90.9

一般会計、特別会計及び公営企業会計に係る公債費を一元的に経理す
る会計

・県債元金償還金 429,957百万円
・県債管理基金積立金 132,620百万円

1,011 1,177 85.9
地域振興のため市町が行う自治振興事業につき、県が助成する事業に

関する収支を経理する会計
・貸付金 1,000百万円

570 423 134.8
母子福祉資金貸付金及び寡婦福祉資金貸付金に関する収支を経理する

会計
・母子寡婦福祉資金貸付金 372百万円

6,063 6,450 94.0
小規模企業者への貸付事業等に関する収支を経理する会計
・小規模企業者等設備資金貸付金 1,000百万円
・小規模企業者等設備貸与資金貸付金 1,100百万円

30,065 25,547 117.7

農業改良資金、林業・木材産業改善資金、沿岸漁業改善資金及び農林
水産振興資金に関する収支を経理する会計

・農業改良資金貸付金 300百万円
・林業・木材産業改善資金貸付金 151百万円
・兵庫みどり公社貸付金 28,834百万円

11,808 13,357 88.4

県関係団体及び県内部の基金間の積立、取崩を区分して経理する会計
・各基金積立金 8,210百万円
・交付金 1,926百万円
・県債管理基金積立金 1,671百万円

190,455 203,913 93.4
地方消費税及び地方消費税の清算金収入、支出等を経理する会計
・地方消費税清算金 91,184百万円

971,839 1,047,681 92.8

Ａ／Ｂ

県 営 住 宅 事 業

勤労者総合福祉施設
整 備 事 業

流 域 下 水 道 事 業

区 分

県 有 環 境 林 等

港 湾 整 備 事 業

公 共 事 業 用 地
先 行 取 得 事 業

基 金 管 理

説 明

合 計

庁 用 自 動 車 管 理

公 債 費

自治振興助成事業

農 林 水 産 資 金

母子寡婦福祉資金

小 規 模 企 業 者
等 振 興 資 金

地 方 消 費 税 清 算
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２．公 営 企 業 会 計

（１）病院局 （単位：百万円）

平成21年度

収 益 予 算 資 本 予 算 計 当 初 予 算

収 入 93,058 13,422 106,480 99,903

病 院 事 業 支 出 94,228 16,595 110,823 105,904

差 引 △ 1,170 △ 3,173 △ 4,343 △ 6,001

（２）企業庁

平成21年度

収 益 予 算 資 本 予 算 計 当 初 予 算

収 入 16,012 1,008 17,020 20,336

支 出 15,072 10,116 25,188 28,654

差 引 940 △ 9,108 △ 8,168 △ 8,318

収 入 3,349 0 3,349 3,925

工業用水道事業 支 出 2,982 2,078 5,060 6,107

差 引 367 △ 2,078 △ 1,711 △ 2,182

収 入 0 0 0 297

電 気 事 業 支 出 0 0 0 329

差 引 0 0 0 △ 32

収 入 － 144 144 148

水源開発事業 支 出 － 144 144 148

差 引 － 0 0 0

収 入 9,883 6,665 16,548 22,983

地域整備事業 支 出 9,469 15,897 25,366 37,543

差 引 414 △ 9,232 △ 8,818 △ 14,560

収 入 160 23 183 192

支 出 53 115 168 158

差 引 107 △ 92 15 34

収 入 29,404 7,840 37,244 47,881

計 支 出 27,575 28,350 55,925 72,939

差 引 1,829 △ 20,510 △ 18,681 △ 25,058

収 入 122,462 21,262 143,724 147,784

合 計 支 出 121,803 44,945 166,748 178,843

（病院局＋企業庁）差 引 659 △ 23,683 △ 23,024 △ 31,059

渇水時などの危機管理対応等、公益目的のある水源の確保のため、糀屋
ダムの適正管理を実施する。

平成22年度提案予算額
収 支

企 業 資 産
運 用 事 業

土地の取得、造成、供給やこれらにあわせて行う施設の整備、供給等を
通じ、地域の魅力と活力を高め、産業の健全な発展と県民福祉の向上に寄
与する。
【土地売却面積】

・阪神地域 6.1ha
・播磨地域 6.4ha
・淡路地域 1.9ha

運用のための資産の取得、管理、処分及び県が行う建設事業に対する資
金の貸付等を行うことにより、企業資産の効率的な運用を図る。
【貸付施設（サンパルビル）の状況】

・資産貸付面積 833.961㎡

説 明

区 分 収 支
平成22年度提案予算額

区 分

尼崎病院、塚口病院、西宮病院、加古川医療センター、淡路病院、柏原
病院の６総合病院と、光風病院（精神科病院）、こども病院、がんセン
ター、姫路循環器病センター、粒子線医療センター及び兵庫県災害医療セ
ンターの６専門病院の計12病院を運営。

・県立淡路病院建替整備事業 4,296,884千円
・県立尼崎・塚口病院統合再編整備事業 8,000千円
・県立光風病院児童思春期病棟整備事業 930,300千円

水 道 用 水
供 給 事 業

平成22年３月末に会計閉鎖予定。

説 明

市町の行政区域を超えて広域的に水資源を確保し、効率的に水道施設を
整備、運営することにより、各市町に安全で安心な水道用水を安定的に供
給する。

・給水団体数 22市町・１企業団
・年間総給水量 97,327,615㎥
・１日平均給水量 266,651㎥

豊富で低廉な工業用水を安定的に供給することにより、産業の振興によ
る地域の活性化、地下水の過剰くみ上げによる地盤沈下の防止を図るな
ど、経済の発展と国土の保全に寄与する。

・給水事業所数 99事業所
・年間総給水量 233,062,800㎥
・１日平均給水量 638,528㎥
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(百万円）

２０年度末 ２１年度末 ２２年度末

現在高 現在高 現在高

積立 取り崩し (見込み) 積立 取り崩し（B） (見込み)

3 61 60 4 1 0 5

165,044 131,606 137,968 158,682 134,291 123,093 169,880

53 6 0 59 8 0 67

235 14 12 237 2 0 239

532 3 0 535 5 0 540

800 476 471 805 282 269 818

355 5,225 5,284 296 6,377 6,387 286

217 578 577 218 667 666 219

99 44 43 100 45 44 101

2,557 322 385 2,494 617 44 3,067

362 140 153 349 4 3 350

154 78 77 155 88 86 157

156 378 350 184 429 400 213

○ 398 1,120 528 990 6 351 645

483 251 0 734 168 0 902

586 2,386 2,069 903 2,414 2,642 675

1 2 2 1 4 4 1

5 1 0 6 0 0 6

172,039 142,688 147,978 166,751 145,407 133,989 178,167

12,524 128 11 12,641 140 200 12,581

1,702 19 33 1,688 21 16 1,693

48 378 423 3 0 0 3

○ 103 383 218 268 1 267 2

4 44 42 6 0 0 6

1,285 8 0 1,293 13 0 1,306

1,321 1,336 0 2,657 1,475 0 4,132

○ 500 870 230 1,140 2 604 538

○ 4,452 7,169 1,900 9,721 25 7,960 1,786

○ 3,497 9 1,521 1,985 5 1,612 378

○ 5,911 15 1,521 4,405 12 2,115 2,302

○ 5,499 17,045 6,389 16,155 43 11,286 4,912

○ 3,403 6,379 1,958 7,824 20 3,508 4,336

○ 8,183 0 8,183 20 782 7,421

○ 2,700 161 2,539 6 1,853 692

○ 3,578 1,761 1,817 6 493 1,330

○ 30,060 3,458 26,602 67 12,594 14,075

○ 328 49 279 1 152 128

○ 2,728 164 2,564 7 242 2,329

○ 23,763 80,571 19,859 84,475 221 43,819 40,877

212,288 224,049 167,816 268,523 147,271 177,673 238,121

※今後、計数は変動する場合がある

年間

基 金 の 状 況 （ 予 算 ベ ー ス ）

２２年度中増減２１年度中増減

区 分 当初

県 債 管 理 基 金

県 有 建 物 復 興 基 金

勤 労 者 福 祉 基 金

地 域 振 興 基 金

明 石 海 峡 大 橋 関 連 施 設 整 備 等 基 金

公 共 施 設 整 備 基 金

土 地 基 金

市 町 財 政 等 調 整 基 金

災 害 救 助 基 金

災 害 援 護 基 金

芸 術 文 化 振 興 基 金

芸 術 文 化 セ ン タ ー 事 業 基 金

県 民 緑 基 金

は ば タ ン ス ポ ー ツ 基 金

ふ る さ と ひ ょ う ご 寄 付 基 金

環 境 保 全 基 金

美 術 品 等 取 得 基 金

中山間地域等農用地保全支援事業基金

森 林 整 備 地 域 活 動 支 援 事 業 基 金

小 計

介 護 保 険 財 政 安 定 化 基 金

特定中山間地域農業生産基盤保全基金

後 期 高 齢 者 医 療 財 政 安 定 化 基 金

消 費 者 行 政 活 性 化 事 業 基 金

離 島 漁 業 再 生 支 援 事 業 基 金

国民健康保険事業広域化等支援基金

ふ る さ と 雇 用 再 生 基 金

緊 急 雇 用 就 業 機 会 創 出 基 金

安 心 こ ど も 基 金

妊 婦 健 康 診 査 支 援 基 金

合 計

財 政 基 金

高 等 学 校 授 業 料 減 免 等 基 金

国 経 済 対 策 関 連 基 金 計

介護職員処遇改善・介護基盤等支援基金

自 殺 対 策 強 化 基 金

森 林 林 業 緊 急 整 備 基 金

社 会 福 祉 施 設 等 耐 震 化 基 金

障 害 者 自 立 支 援 特 別 対 策 事 業 基 金

地域医療再生・医療施設耐震化支援基金
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平成２２年度 使用料・手数料の概要

１ 県立観覧施設子ども料金の無料化等

現行 見直し後
減収見込額
(特別展含む)施設名 区分

県内 県外 県内 県外 （千円）
小中学生 無料 － 無料 1,569
高齢者 － 50% 11,411舞子公園海上展望施設
高校生 － 50% 850
小中学生 無料 － 無料 7
高齢者 － 50% 1,166播磨中央公園・ばら園
高校生 － 50% 83
小中学生 無料 － 無料 19
高齢者 － 50% 259円山川公苑美術展示室
高校生 － 50% 41
小中学生 無料 － 無料 80
高齢者 50% － 50% 1,022兵庫陶芸美術館
高校生 25% 50% 56
小中学生 無料 － 無料 1,094
高齢者 50% － 50% 420県立美術館
高校生 25% 50% 1,620
小中学生 無料 － 無料 669
高齢者 50% － 50% 77人と自然の博物館
高校生 25% 50% 74
小中学生 無料 － 無料 96
高齢者 50% － 50% 915考古博物館
高校生 25% 50% 27
小中学生 無料 － 無料 172
高齢者 50% － 50% 87歴史博物館
高校生 25% 50% 79
小中学生 無料 － 無料 370
高齢者 50% 50% 0フラワーセンター
高校生 40% 50% 16
小中学生 無料 － 無料 935
高齢者 50% 50% 0淡路夢舞台温室
高校生 40% 50% 70
小中学生 無料 無料 18,433
高齢者 50% － 50% 5,581人と防災未来センター
高校生 25% 50% 1,697
小中学生 無料 無料 －
高齢者 50% 50% －舞子公園旧武藤山治邸
高校生 50% 50% －
小中学生 無料 無料 －
高齢者 50% 50% －舞子公園旧木下家住宅
高校生 50% 50% －

小中学生 23,444

高齢者 20,938

高校生 4,613
合 計

合 計 48,995

※ 表中の率は一般料金からの減額率。

２ 県立高等学校等の授業料の不徴収

県立高等学校等の生徒（専攻科の生徒及び一度高等学校等を卒業した生徒を除く。）か

らは授業料を不徴収とする。
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３ 施設・事務の新増設に伴い、新たに料額を設定するもの

(1) 施設・事務の新設等に係るもの

ア 県立三木総合防災公園屋外テニスコート利用料

・屋外テニスコート 平日1,600円／ｈ・１面

休日2,200円／ｈ・１面

イ 県立舞子公園施設観覧料

区分 旧武藤山治邸 旧木下家住宅

大人 100円（80円） 100円（80円）

子ども 無料 無料

（ ）は団体料金。ともに障害者は無料、高齢者（65歳以上）は50％減免。

ウ 三木山森林公園展示室利用料

・展示室 １日あたり5,600 円

エ 工業技術センター使用料・手数料

・機械器具使用料 400円～ 7,900 円／ｈ

・依頼試験手数料 2,100 円～30,000 円／ｈ

(2) 法律の改正等に基づくもの

ア 政治資金規正法の改正に伴う新設手数料

・少額領収書等の写し交付手数料 用紙１枚につき10円

イ 土壌汚染対策法の改正に伴う新設手数料

４ 既存の使用料・手数料について見直すもの

(1) 施設の改築に伴うもの

ア 福祉センター施設利用料

区分 料金（９時～17時までの料金）

Ａ 13,100円

Ｂ 9,300円
多目的ホ

ール
Ｃ 4,600円

大会議室 9,000円

中会議室 4,600円

小会議室 2,300円

事務室 760円／㎡・月団体

専用室 倉庫 480円／㎡・月

手 数 料 料 額

汚 染 土 壌 処 理 業 更 新 許 可 申 請 手 数 料 224,000 円

汚 染 土 壌 処 理 業 変 更 許 可 申 請 手 数 料 222,000 円

軽 微 な 変 更 に 伴 う 許 可 証 の 書 換 手 数 料 2,000 円
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(2) 利用実態等に即して改定するもの

ア 県立こども病院駐車場利用料

・無料 → 100円／ｈ （病院患者の利用：100円／回）

イ 県民利便施設の目的内使用化

現在、県が設置許可及び利用料金収入を行っている公の施設内のレストラン・売

店等の県民利便施設について、指定管理者が設置許可及び利用料金収入を行うこと

ができるようにすることで、指定管理施設の更なるサービス向上を図る。

併せて、レストラン・売店等の施設設置使用料について、従来の単価制に加え、

新たに入札制度を導入する。

ウ 但馬長寿の郷宿泊室利用料

区分 見直し前 見直し後

洋室 1人利用 5,500円

(定員 2名） 2人利用 3,700円

1人利用 7,500円

和室 2人利用 4,300円

(定員 4名） 3人利用 3,200円

4人利用

2,500円

2,500円

※ 一般大人休前日１人１泊の料金

エ 季節料金の導入

県立宿泊施設について、繁忙期料金、閑散期料金を導入する。

○繁 忙 期（7/21～8/31）：通常料金の1.25倍

○閑 散 期（12月～２月の平日）：通常料金の0.8倍

○実施施設：但馬長寿の郷、南但馬自然学校

(3) 国や他府県との均衡、所要経費を踏まえて改定するもの

(4) 自主財源の確保の観点から制度を見直すもの

県立都市公園内の野球場等で広告事業を実施する。

手 数 料 料 額

ア ２級建築士免許
又は木造建築士免許手数料

18,000円 → 19,200円

イ 介護サービス情報調査手数料
居宅系ｻｰﾋﾞｽ 25,000円→20,000 円
施設系ｻｰﾋﾞｽ 30,000円→24,000 円

ウ 結核集団検診料等 診療報酬点数の改定に伴い改定



投資事業の新規箇所一覧

１ 国庫補助事業

(1) 公共事業 （単位：百万円）

所 在 地 22 年 度 完成予定

（事業区間） 当初予算額 年 度

農 政 環 境 賀集八幡 南あわじ市 99 － 22

高萩 南あわじ市 99 － 22

福井 南あわじ市 99 － 22

針ノ木 南あわじ市 85 － 22

伊賀野 南あわじ市 90 － 22

東沖田 南あわじ市 68 － 22

洲本市 洲本市 65 － 22

出 石 町 奥 小 野 豊 岡 市 250 － 22

出 石 町 福 住 豊 岡 市 100 － 22

並型魚礁設置 津居山地区 豊岡市 30 － 22

並型魚礁設置 浜坂地区 新温泉町 30 － 22

並型魚礁設置 播磨町地区 播磨町 30 － 22

並型魚礁設置 福良地区 南あわじ市 30 － 22

大型魚礁設置 但馬沿岸中西部 香美町 80 － 22

大型魚礁設置 高砂地区 高砂市 75 － 22

大型魚礁設置 岩屋地区 淡路市 50 － 22

漁港事業 漁港海岸保全事業 妻鹿漁港 姫路市 100 － 25

1,380 690

（単位：百万円）

所 在 地 22 年 度 完成予定

（事業区間） 当初予算額 年 度

県 土 整 備 道 路 佐用町 2,300 － 26

改 築 国道312号浅野拡幅 市川町 450 － 24

篠山市 4,000 － 27

三木宍粟線 姫路市 390 － 27

交 通 安 全
甲子園六湛寺線 西宮市 380 － 25

河 川 ・ 砂 防 通 常 砂 防 南山谷川 猪名川町 160 － 24

永泰寺東谷川 猪名川町 150 － 24

酒井川 三田市 150 － 24

北谷川 多可町 160 － 24

下村谷川 神河町 160 － 24

漁場整備開発
事業

漁場造成一式

漁場造成一式

漁場造成一式

老朽化対策調査・計画・工事 一式

林 業 ・ 木 材 産 業
構 造 改 革 事 業

木質バイオマス燃料製造施設整備一式

木質バイオマス燃料利用施設整備一式

畦畔整備

畦畔整備

高生産性農業用機械施設

漁場整備開発
事業

漁場造成一式

漁場造成一式

漁場造成一式

漁場造成一式

部 局 名 事 業 区 分 箇 所 名 総事業費 事 業 内 容

林業構造改善

国道179号徳久バイパス 道路改築（バイパス整備） L=1.3km

経営構造対策 経営構造対策事業

農産物集出荷貯蔵施設

畦畔整備

畦畔整備

畦畔整備

歩道整備

自歩道リニューアル

砂防えん堤工

砂防えん堤工

砂防えん堤工

砂防えん堤工

砂防えん堤工

農 政 環 境 部 計

部 局 名 事 業 区 分 箇 所 名 総事業費 事 業 内 容

道路改築（現道拡幅） L=1.2km

篠山山南線
川代トンネル

道路改築（バイパス整備） L=1.7km
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所 在 地 22 年 度 完成予定

（事業区間） 当初予算額 年 度
部 局 名 事 業 区 分 箇 所 名 総事業費 事 業 内 容

県 土 整 備 河 川 ・ 砂 防 通 常 砂 防 大谷川 宍粟市 250 － 25

横松川 たつの市 150 － 24

細見桜尾川 豊岡市 150 － 24

塚ヶ谷川 豊岡市 150 － 24

滝川 豊岡市 150 － 24

大門川 香美町 180 － 24

浜川 香美町 180 － 24

若杉奥谷川 養父市 160 － 24

山手谷川 丹波市 180 － 24

奥今田川(1)，(2) 篠山市 210 － 25

通 常 砂 防 内山川 養父市 160 － 24

砂 防 激 特 小谷川 佐用町 120 － 24

大谷川 佐用町 150 － 24

大山谷川 佐用町 250 － 24

井谷川 佐用町 150 － 24

安井谷川 佐用町 150 － 24

峠谷川 佐用町 150 － 24

本村谷川 佐用町 120 － 24

大坪川 佐用町 130 － 24

桑村川 佐用町 180 － 24

福知川(1)，(2)，(3) 宍粟市 350 － 24

神子畑川(1)，(2) 朝来市 200 － 24

地すべり対策砂防 灘城方地区 南あわじ市 200 － 25

急傾斜地対策砂防 一庫地区 川西市 190 － 25

広沢地区 三田市 240 － 25

長野地区 姫路市 95 － 24

岡町(2)地区 姫路市 95 － 24

口金近地区 佐用町 180 － 25

片島地区 たつの市 80 － 24

門谷地区 豊岡市 70 － 24

奥小野地区 豊岡市 160 － 24

三谷(2)地区 香美町 140 － 24

擁壁工Ｌ＝１４０ｍ

擁壁工Ｌ＝１９０ｍ

擁壁工Ｌ＝３２０ｍ

擁壁工Ｌ＝３２３ｍ

法枠工Ａ＝５４００㎡

擁壁工Ｌ＝２００ｍ

擁壁工Ｌ＝２００ｍ

擁壁工Ｌ＝３５０ｍ

砂防えん堤工

砂防えん堤工

集水井工２基

法枠工Ａ＝３６００㎡

砂防えん堤工

砂防えん堤工

砂防えん堤工

砂防えん堤工

砂防えん堤工

砂防えん堤工

砂防えん堤工

砂防えん堤工

砂防えん堤工

砂防えん堤工

砂防えん堤工

砂防えん堤工

砂防えん堤工

砂防えん堤工

砂防えん堤工

砂防えん堤工

砂防えん堤工

砂防えん堤工

砂防えん堤工

砂防えん堤工
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所 在 地 22 年 度 完成予定

（事業区間） 当初予算額 年 度
部 局 名 事 業 区 分 箇 所 名 総事業費 事 業 内 容

県 土 整 備河 川 ・ 砂 防急傾斜地対策砂防 井中地区 丹波市 90 － 24

鮎原南谷(1)地区 洲本市 90 － 24

出合(1)地区 豊岡市 150 － 24

小城(1)地区 養父市 180 － 24

南多聞台地区 神戸市 70 － 23

14,200 3,663

15,580 4,353

(2) 県営住宅整備 （単位：百万円）

22 年 度 完成予定

当初予算額 年 度

321 - 23

807 - 24

726 - 23

1,020 - 24

317 - 23

804 - 23

3,995 723

法枠工Ａ＝９００㎡

三 田 大 池 住 宅 第 ２ 期
（ 三 田 市 ）

耐火 ６階 １棟 ２４戸

擁壁工Ｌ＝１８０ｍ

擁壁工Ｌ＝１５０ｍ

擁壁工Ｌ＝３２０ｍ

擁壁工Ｌ＝３８０ｍ

県 土 整 備 部 計

公 共 事 業 計

事 業 名 事 業 場 所 総事業費事 業 主 体

五 位 ノ 池 住 宅 第 ２ 期
（ 神 戸 市 ）

耐火 ６階 １棟 ２４戸県 営 住 宅
整 備

兵 庫 県

姫 路 西 庄 住 宅 第 ２ 期
（ 姫 路 市 ）

耐火 ８階 １棟 ６４戸

県 営 住 宅 整 備 計

耐火 ７，１０階 １棟 ５７戸

西 宮 櫨 塚 住 宅 第 ２ 期
（ 西 宮 市 ）

耐火 ６階 １棟 ５４戸

尼 崎 西 川 第 ２ 住 宅 第 ２ 期
（ 尼 崎 市 ）

耐火 ６，７，８階 １棟 ７７戸

西 宮 今 津 住 宅 第 ２ 期
（ 西 宮 市 ）

事 業 内 容
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(3) その他投資補助事業 （単位：百万円）

事 業 主 体 22 年 度 完成予定

（補助先の団体）
当初予算額

年 度

968 648 22

652 494 22

500 35 22

81 54 22

河 内 営 農 組 合 等 市 川 町 63 19 23 総合鳥獣被害防止施設に対する補助

馬 瀬 区 養 父 市 58 30 22 女性・若者等活動促進施設に対する補助

向 井 自 治 会 篠 山 市 61 32 22 女性・若者等活動促進施設に対する補助

和 田 生 産 組 合 篠 山 市 2 1 22 穀類等乾燥貯蔵施設に対する補助

淡 路 市 淡 路 市 40 23 22 農林水産物直売施設に対する補助

民 間 事 業 者 神 戸 市 他 35 17 22

744 25 23

178 9 23

兵 庫 県 警 察 本 部 県 下 指 定 地 域 51 51 22

兵 庫 県 警 察 本 部 県 下 指 定 地 域 327 327 22

3,760 1,765

23,335 6,841

事 業 名 事 業 場 所 総事業費 事 業 内 容

障 害 児 福 祉 施 設
整 備 補 助 事 業

社 会 福 祉 法 人 洲 本 市 他
障害児（者）福祉施設の創設、改築に対する
補助

社会福祉施設等防災
整 備 補 助 事 業

社 会 福 祉 法 人 神 戸 市 他
障害児（者）福祉施設等のスプリンクラー整
備及び耐震化整備に対する補助

医 療 療 養 病 床 転 換
支 援 補 助 事 業

医 療 法 人 新 温 泉 町 医療療養病床の転換に対する補助

放 課 後 児 童 ク ラ ブ
整 備 費 補 助 事 業

伊 丹 市 他 ３ 市 伊 丹 市 他
放課後児童の受け入れ充実を図るためのクラ
ブ室の創設、既存空き教室の改修、設備整備

普通教室・特別教室棟の新築

県立上野ケ原特別支援
学 校 整 備 事 業

兵 庫 県 教 育 委 員 会 三 田 市 普通教室・特別教室棟の新築

阪神地域新設高等特別
支 援 学 校 整 備 事 業

兵 庫 県 教 育 委 員 会 伊 丹 市

国 庫 補 助 事 業 計

円 滑 化 対 策 事 業
道路管理者が行う円滑化対策が必要な地区とし
て、県下126エリアを選定し、交通安全施設を整備

社会資本整備５箇年
対 策 事 業

「歩行者・自転車対策及び生活道路対策」「幹線
道路対策」「バリアフリー対策」「通学路対策」
として交通安全施設を整備

そ の 他 投 資 補 助 事 業 計

新山村振興等農林漁業
特 別 対 策 事 業

新山村振興等農林漁業
特 別 対 策 事 業

県産米粉生産製造連携関
連 施 設 整 備 事 業

小麦粉代替として利用できる米粉生産施設に
対する補助

新山村振興等農林漁業
特 別 対 策 事 業

新山村振興等農林漁業
特 別 対 策 事 業

新山村振興等農林漁業
特 別 対 策 事 業
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２ 県単独事業
(1) 県単独交通安全施設整備事業 （単位：百万円）

事 業 主 体 22 年 度 完成予定

（補助先の団体） 当初予算額 年 度

兵 庫 県 警 察 本 部 8 8 22

兵 庫 県 警 察 本 部 37 37 22

兵 庫 県 警 察 本 部 1,159 1,159 22

1,204 1,204

(2) 緊急道路・街路整備事業 （単位：百万円）

所 在 地 22 年 度 完成予定

（事業区間） 当初予算額 年 度

道 路 橋 梁 補 修 87 － 23 耐震補強 L=57m

道 路 災 害 防 除 42 － 22 落石防止網 L=200m

129 64

(3) その他投資単独事業 （単位：百万円）

事 業 主 体 22 年 度 完成予定

（補助先の団体） 当初予算額 年 度

3,306 621 22

5,607 5,607 22

8,913 6,228

兵 庫 県 教 育 委 員 会 504 － 26 耐震補強設計・耐震補強工事

兵 庫 県 教 育 委 員 会 141 － 24 耐震補強設計・耐震補強工事

兵 庫 県 教 育 委 員 会 365 － 25 耐震補強設計・耐震補強工事

兵 庫 県 教 育 委 員 会 66 － 24 耐震補強設計・耐震補強工事

兵 庫 県 教 育 委 員 会 337 － 26 耐震補強設計・耐震補強工事

兵 庫 県 教 育 委 員 会 150 － 25 耐震補強設計・耐震補強工事

兵 庫 県 教 育 委 員 会 499 － 26 耐震補強設計・耐震補強工事

兵 庫 県 教 育 委 員 会 99 － 24 耐震補強設計・耐震補強工事

兵 庫 県 教 育 委 員 会 261 － 26 耐震補強設計・耐震補強工事

兵 庫 県 教 育 委 員 会 59 － 24 耐震補強設計・耐震補強工事

兵 庫 県 教 育 委 員 会 101 － 23 耐震補強設計・耐震補強工事

兵 庫 県 教 育 委 員 会 211 － 25 耐震補強設計・耐震補強工事

兵 庫 県 教 育 委 員 会 490 － 26 耐震補強設計・耐震補強工事

兵 庫 県 教 育 委 員 会 292 － 25 耐震補強設計・耐震補強工事

兵 庫 県 教 育 委 員 会 331 － 25 耐震補強設計・耐震補強工事

兵 庫 県 教 育 委 員 会 26 － 23 耐震補強設計・耐震補強工事

3,932 387

12,845 6,615

14,178 7,883

県立出石特別支援学校
耐 震 化 事 業

豊 岡 市

県立和田山特別支援学
校 耐 震 化 事 業

朝 来 市

県立播磨特別支援学校
耐 震 化 事 業

た つ の 市

県立赤穂特別支援学校
耐 震 化 事 業

赤 穂 市

県立いなみ野特別支援
学 校 耐 震 化 事 業

稲 美 町

県立姫路特別支援学校
耐 震 化 事 業

姫 路 市

県立上野ヶ原特別支援
学 校 耐 震 化 事 業

三 田 市

県立氷上特別支援学校
耐 震 化 事 業

丹 波 市

県立こやの里特別支援
学 校 耐 震 化 事 業

伊 丹 市

県立高等特別支援学校
耐 震 化 事 業

三 田 市

県立のじぎく特別支援
学 校 耐 震 化 事 業

神 戸 市

県立神戸特別支援学校
耐 震 化 事 業

神 戸 市

県立姫路聴覚特別支援
学 校 耐 震 化 事 業

姫 路 市

県立豊岡聴覚特別支援
学 校 耐 震 化 事 業

豊 岡 市

県立神戸聴覚特別支援
学 校 耐 震 化 事 業

神 戸 市

県立こばと聴覚特別支
援 学 校 耐 震 化 事 業

西 宮 市

県 単 独 交 通 安 全 施 設 整 備 事 業 計

事 業 区 分 箇 所 名

緊 急 道 路 ・ 街 路 整 備 事 業 計

事 業 内 容

次 期 社 会 資 本 整 備
５ 箇 年 対 策 事 業

県 下 指 定 地 域
「歩行者・自転車対策及び生活道路対策」

「幹線道路対策」「通学道路対策」「バリアフ
リー対策」として交通安全施設を整備

事 業 名 事 業 場 所 総事業費

県 下 新 設 道 路 等 信号機・標識・横断歩道等を整備

円 滑 化 対 策 事 業 県 下 指 定 地 域
道路管理者が行う事業と連動した円滑化対策

が必要な地区として、県下126エリアを選定し、
交通安全施設を整備

交通安全施設整備事業

事 業 内 容

(主)日高竹野線
豊 岡 市 竹 野 町 轟
（ 轟 橋 ）

(一)阿那賀市線 南 あ わ じ 市 志 知

総事業費

総事業費 事 業 内 容

老人福祉施設整備費
補 助 事 業

社 会 福 祉 法 人 等 川 西 市 他
特別養護老人ホーム及びケアハウスの創設に対
する補助

事 業 名 事 業 場 所

神 戸 市 他 小規模介護保険施設の整備等に対する補助

県 単 独 事 業 計

そ の 他 投 資 単 独 事 業 計

社 会 福 祉 施 設 計

学 校 教 育 施 設 計

地域介護拠点整備費等
補 助 事 業

社会福祉法人、市町等
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平成２２年度新たに利用できる主な施設

○新規施設

施 設 名 開設場所 開設時期 規模等 事 業 費 概 要

兵 庫 県 立 大 学 大 学 院
経 営 研 究 科

兵庫県立 大学 神戸 学園 都市
キ ャ ン パ ス （ 神 戸 市 ）

22年4月
-

(既存施設を活
用)

－

最新かつ高度な経営知識を学びつつ、それらを経
営実践の場で有効に活用できる経営プロフェッ
ショナルの養成をめざした専門職大学院（MBA）を
開設

兵 庫 県 福 祉 セ ン タ ー 神 戸 市 中 央 区 坂 口 通 22年11月

地上6階
地下1階
延床面積
6,635㎡

約20億円
今後、ますます多様化する福祉活動を支援するた
め、機能面やスペース面を拡充し、民間福祉活動
の拠点としての役割を担う福祉センターを整備

県 産 木 材 供 給 セ ン タ ー 宍 粟 市 一 宮 町 安 積 22年12月

敷地面積
50,000㎡
延床面積
11,000㎡

約31億円

豊富な森林資源と大消費地に近い地の利を生か
し、県産木材供給の構造改革による資源循環型
林業を確立するため、品質・価格・供給力で競争
力のある供給システムの構築を目指して生産開始

淡路島メガワット級ソーラー発電
施設

淡 路 市 生 穂 新 島 22年秋
太陽光発電出力

約1,000kW
面積約1.5ha

約4.6億円

県と淡路市が一体となり、「環境立島淡路」のシン
ボルとしてメガワット級ソーラー発電施設を整備
し、グリーンエネルギーの普及促進を図るほか、
環境配慮企業誘致の先導施設、環境学習の拠点
に位置づける

生 穂 漁 港 緑 地 ・ 広 場 淡 路 市 生 穂 22年12月
面積

約0.17ha
約52百万円

災害時の海上輸送拠点を確保するため津名港に
耐震強化岸壁の整備（整備済）を行うとともに、隣
接する生穂漁港において、災害時にはコミュニティ
防災拠点としても利用できる緑地・広場を整備

福良港 津波防災ステーション 南 あ わ じ 市 福 良 22年8月
２階建

総床面積
約370㎡

約２億円

重点的、集中的な津波減災対策を推進する南あ
わじ市福良地区おいて、津波からの住民、観光客
の安全を確保するため、水門・陸閘等の遠隔自動
操作機能に加え、津波情報の提供機能、避難高
台機能、平常時の防災学習機能を持った津波防
災ステーションを整備

室 津 港 淡 路 市 室 津 22年6月
道路
700m

約0.6億円 港湾改修（臨港道路の整備）

相 生 港 （ 相 生 地 区 ） 相 生 市 相 生 22年6月

物揚場(-2m)
292m
緑地
0.18ha

約12.5億円 港湾改修（物揚場等の整備）

三 木 総 合 防 災 公 園 三 木 市 志 染 町
22年5月
（予定）

追加開園面積
約90ha

約1億円

同公園での第21回全国「みどりの愛護のつどい」
の開催に合わせ、自然樹林を中心とした未開園区
域の90haを追加開園（これにより、全園開園：約
200ha）。

舞 子 公 園 神 戸 市 垂 水 区 東 舞 子 町
22年10月
（予定）

延床面積
約270㎡

約4.5億円
公園内に移築復元した明治40年築の西洋館であ
る「旧武藤山治邸（旧鐘紡舞子倶楽部）」を一般公
開

潮 芦 屋
セ ン タ ー ゾ ー ン Ⅱ 期 施 設

芦 屋 市 22年3月
敷地面積
約3.0ha

民間事業者と連携し、潮芦屋の魅力と賑わいを
創出するための商業施設として整備
１ 事業者 ﾀﾞｲﾜﾛｲﾔﾙ㈱、大和ﾊｳｽ工業㈱
２ 出店店舗

・ｽｰﾊﾟｰﾏｰｹｯﾄをはじめとする住民の日常生活
利便施設
・その他、レストラン、専門店等

県 立 芦 屋 特 別 支 援 学 校 芦 屋 市 22年4月

敷地面積
17,000㎡
延床面積
9,700㎡

約26億円
阪神地域における特別支援学校の入学希望者増
加への対応等のため開校

※施設名、開設時期等について、一部の施設については、仮称又は未定であること。
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○道路等

路線名等 工事区間 開設時期 延 長 事業費 概 要

阪 神 高 速 神 戸 山 手 線神戸長田ランプ～湊川JCT
23年3月
（予定）

1.8㎞ 約1,430億円地域高規格道路

鳥 取 豊 岡 宮 津 自 動 車 道
余 部 道 路

香 美 町 香 住 区 余 部 ～ 森 22年12月 5.3km 約227億円 地域高規格道路

国 道 372 号 社 バ イ パ ス加 東 市 木 梨 ～ 田 中 22年12月 2.8km 約14億円 道路改築（バイパス整備）

国 道 482 号 鳥 居 橋豊岡市出石町宮内～鳥居 23年3月 0.6km 約13億円 道路改築（バイパス整備）

主要地方道網干たつの線等た つ の 市 揖 保 川 町 真 砂 23年3月

L=2.7km
(うち県施行
1.7km）

（全体L=4.1km)

約48億円
（全体事業

費）
道路改築（バイパス整備）

主 要 地 方 道 宍 粟 香 寺 線宍粟市山崎町上比地～川戸 22年5月 L=0.9km 約15億円 道路改築（バイパス整備）

主 要 地 方 道 豊 岡 瀬 戸 線豊 岡 市 宮 島 ～ 一 日 市 23年3月 L=2.1km 約17億円 道路改築（バイパス整備）

主 要 地 方 道 日 高 竹 野 線豊岡市日高町山本～奈佐路 23年3月 L=2.3km 約10億円 道路改築（バイパス整備）

主 要 地 方 道 浜 坂 井 土 線美方郡新温泉町栃谷地内 22年7月 L=1.1km 約16億円 道路改築（バイパス整備）

一 般 県 道 絹 山 市 島 線丹波市市島町酒梨～東勅使 23年3月 L=0.9km 約5億円 道路改築（バイパス整備）

都 市 計 画 道 路 球 場 前 線西 宮 市 高 松 町 23年3月 15m 約15億円 街路事業

都 市 計 画 道 路 山 手 幹 線
（ 芦 屋 川 横 断 ）

芦 屋市 松 ノ 内町 ～月 若町 22年10月 303m 約55億円 街路事業

都市計画道路尼崎宝塚線
（ 寺 本 ）

伊 丹 市 池 尻 １ 丁 目
～ 池 尻 ３ 丁 目

23年3月 995m 約45億円 街路事業

都市計画道路加古川別府港線
（ 木 村 ）

加 古 川 市 加 古 川 町 木 村 23年3月 253m 約9億円 街路事業

都市計画道路三木中央線三 木 市 末 広 ２ 丁 目 23年3月 344m 約7億円 街路事業

都 市 計 画 道 路 大 日 線
姫 路 市 市 川 橋 通 ２ 丁 目
～ 市 之 郷 町 ４ 丁 目

23年3月 407m 約35億円 街路事業

都 市 計 画 道 路 龍 野 線
姫 路 市 網 干 区 余 子 浜
～ 垣 内 南 町

23年3月 252m 約20億円 街路事業

県 道 下 内 膳 物 部 線
上 加 茂 橋

洲 本 市 上 加 茂 22年11月 49.9m 約2.5億円
洲本川激甚災害対策特別緊急事業に伴う橋梁架
け換え

Ｊ Ｒ 山 陰 本 線
新 ・ 余 部 橋 梁

美方郡香美町香住区余部 22年9月 310m 約30億円 橋梁架け替え

※路線名、開設時期等について、一部の路線については、仮称又は未定であること。
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この説明資料は、予算発表の便に供するため、早急に

作成しましたので、計数などについては、精査の結果、

今後異動する場合もあることをご了承願います。



☆自然災害からの住宅再建をしっかりバックアップ！

フェニックス共済(兵庫県住宅再建共済制度)に加入しましょう！

阪神・淡路大震災での教訓を踏まえて生

まれた、自然災害への備えとして、住宅所

有者が相互に助け合う仕組です。

１ 小さな負担で大きな支援
☆県内に住宅を所有されている方は誰でも加
入できます。

☆マンションの共用部分について管理組合が
１棟単位で加入する制度も設けました。

☆誰もが加入しやすい負担額で、住宅・マンショ
ンの再建に大きな支えとなる給付額です。

２ 安心の制度
☆すべての自然災害が対象です。
地震・台風・洪水・竜巻・津波・雷等
地震で発生した火災も対象です。

☆住宅の規模や老朽化は不問です。
定額の掛金で定額の給付が受けられます。

☆損失を補償するのではなく、再建・補修を支
援する助け合いの制度です。
地震保険や他の共済との併用が可能で、給付
金も別々に支払われます。

３ 加入手続きが簡単
☆加入申込書を郵送又は郵便局窓口に提出す
るだけ。インターネットでも申し込めます。

☆負担金は、金融機関・郵便局の自動口座振替
又はクレジットカードでお支払いになれます。

マ ン シ ョ ン

管理組合加入
共済負担金
年額2,400円／戸
(月額 2 0 0 円／戸)

住 宅 所 有 者

加入
共済負担金
年額5,000円／戸
(月額500円(上限5,000円))

給付金 給付対象 給付額

再建等
給付金

全壊・大規模半壊・半壊で建
替・再建

６００万円

全壊で補修 ２００万円

大規模半壊で補修 １００万円
補修

給付金
半壊で補修 ５０万円

居住確保給

付金

全壊・大規模半壊・半壊で補修をせず賃
貸住宅に入居した場合等

１０万円

(注)１県外で再建・購入の場合は給付額は1/2
２賃貸住宅等は、県内での再建等のみに給付し、居住確保給付金は給付対象
となりません。

給付金 給付対象 給付額

再建等
給付金

全壊・大規模半壊・半壊で
建替・再建

３００万円
×新たなマンション戸数
(加入時の戸数を上限)

全壊で補修 １００万円
×加入時の戸数

大規模半壊で補修 ５０万円
×加入時の戸数

補修
給付金

半壊で補修 ２５万円
×加入時の戸数

自

然

災

害

【加入対象者】
県内に住宅を所有する者又は県内の住宅に居住する者です。
（ただし、いずれも居住する１戸の住宅に存する家財につき１加入となります。）

【共済負担金】
年額1,500円です。
※ 現行の住宅再建共済制度への加入者（同時加入を含む）は、年額1,000円です。

【共済給付金】
被災住宅に存する家財を補修又は購入した場合に給付します。

全 壊 ５０万円
大規模半壊 ３５万円
半 壊 ２５万円

床 上 浸 水 １５万円

※被災の判定は、市町が実施する住家の被害認定（り災証明書）によります。

家財共済給付金 ８月１日より開始予定NEW


